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 労働関係法令違反が疑われる企業への対応
労働基準法等の労働関係法令違反が疑われる事業場については、労働基準監督機関等によ
る監督指導等を行っていくほか、社会的に影響力の大きい企業において違法な長時間労働等
が複数の事業場で認められた場合には、都道府県労働局長から経営トップに対し全社的な是
正を図るよう指導を行うとともに、その事実を公表するなど、実効性のある取組を行ってい
く。
また、公共職業安定所において、労働基準監督機関等との連携の下、職業安定法第５条の
６に規定する求人不受理の措置を着実に実施していく。
 就職後の職場適応・職場定着のための支援
公共職業安定所は、学校卒業見込者等について就職後においてもその状況把握に努め、職
場適応のための相談対応等、職場定着に向けた支援を行うとともに、事業主に対し、個々の
状況に応じて助言・指導等により雇用管理の改善を促していく。
青少年の早期離職の防止・職場定着の促進を図る観点からも、入職後早期におけるキャリ
アコンサルティングの機会の提供を行うとともに、ストレスチェックの実施等を通じたメン
タルヘルス不調の発生の防止、不調者への適切な対応、職場復帰の支援等、職場におけるメ
ンタルヘルス対策の充実を図り、青少年が心身ともに充実した状態で意欲と能力を十分に発
揮できる職場環境を整備していく。
 入職後早期に離転職する青少年に対するキャリア自律に向けた支援
様々な事由により早期に離転職する青少年もいることから、そのような場合であっても、
長期的・安定的に職業人生をより豊かに送ることができるよう、新卒応援ハローワーク等に
おける職業相談の実施に加え、入職後早期におけるキャリアコンサルティングの機会の提供
等により、キャリア自律に向けた支援を行う。
また、ユースエール認定制度をはじめとする雇用管理の状況等が優良な企業の認定・表彰
に関する状況や時間外労働の状況等の企業の職場情報を青少年等がワンストップで閲覧でき
る職場情報総合サイト（しょくばらぼ）等を通じて、職場情報の見える化を促進する。
さらに、青少年等が持つ職業スキルや経験等を生かした就職活動や企業の採用活動が行え
るように職業情報の見える化を進めるため、職業情報提供サイト（job tag）において、広
く求人企業・求職者等に職業情報を提供することにより、効果的なマッチングを図るととも
に、青少年等が効果的に活用できる環境を整備するため、一層の充実を図る。また、各種支
援策に関する関係行政機関の情報の連携・一体化を進め、青少年や企業等にとって包括的で
利便性の高いプラットフォームを構築する。

４ フリーターを含む非正規雇用で働く青少年の正規雇用化に向けた支援
少子化対策の観点からも、青少年の経済的基盤を確保することは重要であり、非正規雇用労働
者の現状等に関する情報を青少年に提供することも含め、主体的に職業選択やキャリア形成を行
えるように支援していく。
不本意ながら非正規雇用で働いている青少年もいることを踏まえ、わかものハローワーク等に
おいて、個々のニーズや課題に応じて、的確な就職支援を行うためのキャリアコンサルティング、
就職活動の方法に関する助言・指導のほか、職業相談・職業紹介、職場定着、適切な職業訓練へ
の誘導等の支援を行い、正規雇用への移行を促進していく。
また、地域のニーズに応じた多様な就職支援メニューをワンストップで提供する取組（ジョブ
カフェ）など、都道府県等が中心となって、地域の関係機関との連携の下で青少年が利用しやす
いサービスの提供を推進していくことが期待される。
事業主に対しては、トライアル雇用、雇用型訓練、企業内での正規雇用への転換の取組等の青
少年の正規雇用化に係る積極的な取組を促していく。
５ 企業における青少年の活躍促進に向けた取組に対する支援
 青少年の雇用管理の改善に向けた支援

青少年の適切なキャリア形成の実現のためには、早期離職の防止の観点から入口段階での
マッチングの向上のための取組に加え、青少年の能力や経験に応じた適切な待遇を確保するな
ど、企業内での適切な雇用管理を促進することが課題となっている。
また、労働供給制約が強まる中で、各企業が青少年にとって魅力のある職場となることが重
要であり、学校卒業見込者等募集（法第13条第１項に規定する学校卒業見込者等募集をいう。）
及び学校卒業見込者等求人に当たって提供する青少年雇用情報の内容の充実やユースエール認
定制度に係る認定の取得に向け、各企業において自主的に雇用管理の改善が図られることが期
待される。このため、労働者の離職率と人材育成に関する基本的方針の策定状況との間には相
関関係が認められることも踏まえ、ユースエール認定制度を活用して、雇用する労働者の育成
に関する方針並びに職業能力の開発及び向上を促進するための計画の充実を図る取組を評価す
ることにより、青少年の育成等に積極的な企業ほど労働市場で選ばれ、企業において労働者の
確保が図られるとともに、それが企業の自主的な取組を更に促進するという好循環を生み出し
ていく。
 青少年の採用及び育成に積極的な中小企業の情報発信のための支援
青少年の雇用管理に積極的に取り組みながらも、知名度等の点から青少年の採用に課題を抱
える中小企業の情報発信を支援するため、ユースエール認定制度等を推進し、公共職業安定所
等において重点的にマッチングを行っていくとともに、青少年がユースエール認定企業の求人
を容易に検索することが可能となるよう検討し、必要な施策を講じる。
 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の改善、多様なニーズに対応した働き方の
実現
青少年が働きがいを持ちながら、ライフステージに沿って、希望に応じた働き方を選べるよ
うな環境づくりに取り組んでいくことが必要である。
具体的には、時間外・休日労働の削減、年次有給休暇・育児休業の取得の促進、自己啓発の
ための時間の確保への配慮等、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の改善に向け
た企業における自主的な取組を促していくとともに、適切な労務管理下におけるテレワークや
フレックスタイム制の活用等、柔軟な働き方がしやすい環境の整備を図っていく。

３ 中途退学者・就職先が決まらないまま卒業した者及び就労に当たって困難な課題を抱える者に
対する支援
学校等を中途退学し、又は就職先が決まらないまま卒業したこと等を理由として、学校等から
社会・職業生活への円滑な移行ができなかった者等については、個々の事情に配慮しつつ、希望
に応じた就職支援等を行っていくことが必要である。
中途退学者の中には安定的な就労に困難な課題を抱える者が多い状況に鑑み、就職を希望する
中途退学者に対しては、中途退学後に各支援機関の支援の谷間に陥ることのないよう、中途退学
に際して、学校等、公共職業安定所、地域若者サポートステーション等が連携して、就職支援機
関、職業訓練機関等に関する情報を提供し、継続的に支援を行っていく。
また、卒業から就職までの期間が短いほど正規雇用労働者として就職する割合が高まる傾向が
みられるなど、早期の就職実現が重要となっていることから、就職先が決まらないまま卒業した
者については、学校等、新卒応援ハローワーク等が連携し、公共職業安定所における個別支援や
面接会の集中的な開催等により、卒業直後の支援の充実を図っていく。

さらに、就労に当たって困難な課題を抱える者については、今後も増えていくことが懸念され
ることから、個々の事情に配慮したきめ細かな支援がますます重要となる。このため、新卒応援
ハローワークや地域若者サポートステーション等において、キャリアコンサルタントや臨床心理
士等の専門家を活用した支援や、地域のボランティア活動等を活用した社会とつながる体験機会
の確保、学校をはじめとする多様な主体と連携したアウトリーチを含めた支援等、個々のニーズ
や課題に応じた支援の充実を図っていく。
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